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○公 告 

次のとおり一般競争入札に付する。 

令和４年８月１０日 

中予地方局長 大北 秀  

 

１ 入札に付する事項 

（１） 業務名 

明加補改第42号測の2 (二)明神川 公共嘱託登記委託業務 

（２） 業務箇所 

愛媛県松山市堀江町 

（３） 業務概要 

調査業務 一式   嘱託手続業務 一式 

（４） 業務期間 

業務委託契約の成立の日の翌日から令和５年２月２８日まで 

（５） 予定価格 

３,８３５,７００円（３,４８７,０００円（消費税及び地方消費税を除

く。）） 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

愛媛県知事の審査を受け、２～４年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加

する資格を有すると認められた者のうち、次に掲げる要件をすべて満たす者である

こと。 

（１） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

（２） 入札をする日（郵便入札の場合は、その郵便物の通信日付印により表示され

た日）から落札者の決定の日までの間に、知事が行う入札参加資格停止の期間

がない者であること。 

（３） 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 愛媛県土地家屋調査士会の会員である土地家屋調査士（土地家屋調査士法人

の社員である者を除く。）又は土地家屋調査士法人で、この公告の公告日の前

日から過去２年間に、土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）に基づく処分

を受けていない者であること。  

イ アに該当する土地家屋調査士又は土地家屋調査士法人を構成員とする共同事

業体であること。 

  ただし、単独で入札に参加する土地家屋調査士又は土地家屋調査士法人が同

時に共同事業体の構成員として入札に参加すること及び土地家屋調査士又は土

地家屋調査士法人が同時に複数の共同事業体の構成員となり入札に参加するこ

とはできない。 
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ウ 愛媛県内に事務所を有する公共嘱託登記土地家屋調査士協会であること。 

 

（４） 民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立て又は

会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てがなさ

れていないこと（民事再生法の規定による再生計画認可又は会社更生法の規定

による更生計画認可の決定を受けている者を除く。）。 

（５） 入札に参加しようとする者の間に、資本関係又は人的関係がない者であるこ

と（ 共同事業体の場合は、入札に参加しようとする他の共同事業体の構成員と

の間に、資本関係又は人的関係がない者であること。）。 

（６） 不動産登記法（平成16年６月18日法律第123号）の規定による、官庁又は公署

の嘱託登記に関する業務について、この公告の公告日の前日から起算して過去

３年以内に、２回以上、誠実に履行を完了した実績（次に掲げる実績を含

む。）を有していること。 

  ア 共同事業体の構成員としての実績 

  イ 公共嘱託登記土地家屋調査士協会の復代理人としての実績 

  ウ 土地家屋調査士法人の管理技術者としての実績 

  エ 入札参加者が法人の場合にあっては、法人の代表者自身が有する実績又は法人

の代表者が有するア～ウの実績 

 

３ 入札参加資格の確認 

（１） この入札に参加を希望する者は、上記２（３）～（６）に掲げる入札参加資格

を証明できる書類として、「入札参加資格確認資料」（以下「確認資料」という。）

を入札書と併せて提出し、事前確認を受けなければならない。 

（２） （１）の書類の提出方法 

  ア 提出期限 

    ５（１）「入札書の提出期限」に同じ 

イ 提出方法 

    ８（５）に掲げる場所へ、入札書と併せて郵送（日本郵便の一般書留郵便又は

簡易書留郵便に限る。以下同じ。）又は持参により提出すること。 

  ウ 提出された（１）の書類は、返却しない。 

（３） 事前確認において、入札参加資格がないとした者については、入札書を無効と

し、開札しない。 

（４） 商号又は名称、住所、代表者の職名、氏名に変更があり、入札参加資格の変更

手続きが未了の者は、速やかに手続きに着手するものとし、この場合において、

変更手続きの届出が確認できないときは、入札書を無効とし開札しない。 

 

４ 入札説明書の交付等 

（１） 交付期間 
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    令和４年８月１０日（水）から令和４年８月２６日（金）までの受付時間

中、（休日（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条

に規定する県の機関の休日をいう。以下同じ。）を除く日の午前８時30分から

午後５時15分までをいう。以下同じ。） 

（２） 交付場所 

    ８（５）に掲げる場所 

（３） 交付書類 

  ア 入札説明書 

  イ 質問書（様式第２号） 

  ウ 確認資料（様式第３号及び様式第３号別紙） 

  エ 入札（契約）保証金免除申請書（様式第４号） 

  オ 入札書（様式第５号） 

  カ その他発注者が必要と認めるもの 

（４） 設計書等の貸与及び閲覧 

ア 図面、数量計算書及び仕様書については、（１）の期間中に、設計書等貸与（閲

覧）申請書（様式第１号）を８（５）に掲げる場所に提出した者に対して、（１）

の期間内において、原則として、７日間に限り貸与する。なお、閲覧についても上

記の場所で実施する。 

  イ 前項の７日間は、貸与した日を初日として計算し、休日を含まない。 

  ウ 貸与及び閲覧は、申請の先着順とする。 

  エ 入札に参加を希望する者は、設計書の貸与を受け、又は閲覧したうえで入札し

なければならない。 

（５） 設計図書等について質問がある場合には、質問事項を記載した書面を令和４

年８月１９日（金）までの受付時間中に、８（５）に掲げる場所に持参又は郵

送により提出すること。なお、質問事項を記載した書面においては、質問者を

特定できる内容を記載しないこと。 

（６） （５）の質問に対する回答は、令和４年８月２４日（水）から 令和４年８月

２６日（金）まで、愛媛県のホームページにおいて公表する。 

 

５ 入札及び開札 

（１） 入札書の提出期限 

    令和４年８月２６日（金）午後５時１５分まで 

（２） 開札の日時 

    令和４年８月２９日（月）午後２時００分 

（３） 開札の場所 

    愛媛県松山市北持田町１３２番地 

    愛媛県中予地方局建設部用地課 

（４） 入札書の提出方法 

（１）の期限までに、８（５）に掲げる場所へ郵送又は持参により提出する
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こと。 

（５） 入札方法 

ア 入札回数は、１回とする。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセント

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 

（６） その他 

この公告の業務の入札においては、最低制限価格制度を適用する。 

 

６ 落札者の決定方法 

（１） 愛媛県会計規則（昭和 45年規則第 18号。以下「規則」という。）第 133条の

規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、愛媛県土木部公共嘱託登

記（土地家屋調査士）業務委託最低制限価格制度実施要綱（平成 25年３月 27日

制定）第３条第１項の規定に基づく最低制限価格以上の価格をもって有効な入札

を行った者のうちで最低価格をもって入札を行った者を落札者とする。 

（２） （１）の開札の結果、落札者となるべき同価格の入札者が二者以上あるとき

は、その者が開札に立ち会っている場合はその者が、立ち会っていない場合は

入札事務に関係しない職員がくじ抽選を行い、落札者を決定するものとする。 

（３） 落札者が決定した場合は、当該落札者に対し書面により落札者決定の通知を

行うものとする。 

    なお、入札結果は、落札者の決定後、愛媛県ホームページにおいて公表する

ものとし、当該公表をもって落札者以外に対する落札者決定の通知に代えるも

のとする。 

 

７ 入札参加資格を認められなかった者に対する理由の説明 

（１） ３（３）において、入札参加資格を認められなかった者に対しては、書面に

より通知するものとする。 

（２） 入札参加資格を認められなかった者は、その理由について、地方局長に対して

書面により説明を求めることができる。この場合、令和４年９月７日（水）まで

の受付時間中に当該書面を持参により提出しなければならない。 

（３） （２）の書面を提出した者に対する回答は、令和４年９月２２日（木）までに、

書面により行う。 

（４） （２）の書面の提出先は次のとおりとする。 

    ８（５）に掲げる場所 
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８ その他 

（１） 入札保証金及び契約保証金 

ア 入札に際しては、入札金額の100分の５以上の入札保証金を納付しなければな

らない。ただし、入札（契約）保証金免除申請書（様式第４号）を発注者に提出

し、規則第137条の規定に該当すると認められた者については、入札保証金の納

付を免除する。 

イ 契約に際しては、請負代金額の10分の１以上の契約保証金を納付しなければな

らない。ただし、上記アのただし書きにより入札保証金を免除された者について

は、規則第154条の規定に該当すると認め、契約保証金の納付を免除する。 

ウ アの提出方法 

   ３（２）の提出方法と同じ 

（２） 入札の無効等 

    次に掲げる者が提出した入札書は無効とする。 

ア 入札参加資格を有しない者 

イ ３（１）の書類に虚偽の記載を行った者 

ウ ３（４）により変更の内容が確認できない者 

エ ４（４）の設計書の閲覧を行っておらず貸与も受けていない者 

オ ８（１）の保証金の納付額が所定の額に達しない者 

カ 愛媛県建設工事入札者心得（電子入札に係る規定を除く。）に違反した者 

キ 入札に関する条件に違反した者 

（３） 契約書作成の要否 

    要 

（４） 落札決定後の入札参加資格の喪失 

落札者の決定後、請負契約の締結までの間において、当該落札者が２に掲げる

要件のいずれかを満たさなくなった場合には、当該請負契約を締結しないことが

ある。 

（５） 契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

愛媛県中予地方局建設部用地課 

〒７９０－８５０２ 

愛媛県松山市北持田町１３２番地 

電話番号   ０８９（９４１）１１１１（内線４７７） 

ＦＡＸ番号  ０８９（９０９）８３９３ 

電子メール  chu-yochi@pref.ehime.lg.jp 

（６） その他 

詳細は、入札説明書による。 


